
地震による建築物の倒壊等から県民の命と財産を守る 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

群馬県耐震改修促進計画  
（２０２１－２０２５） 

〔概要版〕 

近年、全国各地で頻発している大規模な地震の被害等を受け、法改正等が行われている中、本計画

の従前の計画である群馬県耐震改修促進計画（2016－2020）において、平成 32 年度末（当時）まで

に住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を 95％にすることを目標に掲げ、耐震化の促進に取

り組んできましたが、目標の達成に至らないことから、耐震化の更なる推進が必要となっています。 
 

【 改正のポイント】  

① 耐震診断義務付け対象建築物の目標を新たに設定 

② ターゲットを定めターゲットに合わせた効果的な普及啓発や支援の強化 

③ プレイヤー（建築士・施工者）や地域の力を活かせる環境整備を強化 

④ ブロック塀等の安全確保対策を促進 

発行： 令和３年４月 

 

期   間：令和３年度～令和７年度までの５年間（第３期計画） 
 
位 置 付 け：建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）第５条第１項に基づき策定が義

務付けられた、群馬県内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための計画 
 
対象建築物：すべての既存耐震不適格建築物※の耐震化を促進することとし、その中でもとりわけ以下の

表に掲げるものを中心に耐震化を促進します。 

本計画で積極的に耐震化を促進する対象建築物 

種 類 内     容 

住 宅 県民の生命・財産を守ることはもとより、被災地域の減災という視点からも耐震化を促進します。 

特定既存耐震 

不適格建築物 

次に示す一定の規模以上の建築物の耐震化を促進します。 

①多数の者が利用する建築物（店舗、旅館、学校、賃貸共同住宅、事務所、工場等） 

②一定量以上の危険物等を取り扱う建築物 

③地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の建築物 

耐震診断義務付け 

対象建築物 

次に示す建築物について、公共公益性が高いことや倒壊時に大きな被害が想定されることなどから、

特に耐震化を積極的に促進します。（対象は旧耐震基準建築物） 

①要緊急安全確認大規模建築物 

・不特定多数の者又は避難弱者が利用する建築物（店舗、旅館、小学校等）のうち大規模なもの 

・一定量以上の危険物等を取り扱う建築物のうち大規模なもの 

②要安全確認計画記載建築物 

・県又は市町村が指定する避難路の沿道建築物（県が群馬県緊急輸送道路の一部を指定済） 

・県が指定する庁舎・避難所等の防災拠点建築物（防災拠点の市町村庁舎等を指定済） 

公共建築物 
災害時の活動拠点や広域的な重要施設となることや多くの県民が集まることから、特に耐震化を積極

的に推進していきます。 

 

※現行の建築基準法等の耐震関係規定に適合していない既存不適格建築物 

大震災等からの教訓  
・死者の大部分は建築物等の

倒壊が原因  
・現在の耐震基準を満たさな

い昭和 56 年 5 月以前着工
の建築物（旧耐震基準建築
物）に被害が集中  

・安全基準を満たさないブロ
ック塀等の倒壊で死者発生 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

耐震化の課題 施策の方向性 

木造戸建の耐震化の遅れ 
・約 10 万戸が耐震性なしと推
計 

所有者へ情報が不達 
・旧耐震基準のことや無料の耐
震診断者派遣事業を知らない
所有者が多い 

高齢の所有者が多く耐震化に 
消極的 
・主な理由：高額な費用負
担、将来利用予定なし 

耐震化の自己負担額の意向と
実際のギャップが大きい 

耐震化に積極的なプレイヤー
（建築士・施工者）が少ない 

耐震診断をしても補強設計や
耐震改修につながらない 

普及啓発等  
市町村アクションプログラムの
策定・実行を支援し、市町村に
よる積極的な取組を促進  
○戸別訪問、ダイレクトメール  
○自治会と連携した回覧等  
○重点取組地域への出前講座  
○診断者等による訪問相談  
○診断後の働きかけ  
○リフォームに併せた耐震改修
の促進 

耐震改修の支援  
○耐震診断者派遣の活用促進  
○耐震改修補助の実施、市町村
補助創設・拡充促進  

○市町村の補強設計補助の整備
促進  

○耐震シェルター等補助の実施  
○耐震化準備金を軽減する補助
金の代理受領制度の導入促進 

具体的な取組みの例 

重点ターゲットの設定 
・ターゲット：木造戸建 
住宅所有の高齢者 

耐震診断後の働きかけを
強化 
・所有者の意向に合わせ 
きめ細かく情報提供 

講習会等による低コスト
耐震改修の普及、プレイ
ヤーの育成 

所有者やプレイヤーを 
やる気にさせる補助制度
の整備・拡充 

減災化の促進 
・耐震化の費用負担が難
しい所有者へ耐震シェ
ルター設置等の促進 

戸別訪問等の直接的な 
普及啓発を強化 

プレイヤー育成と情報公開  
○耐震診断技術者養成講習会  
○耐震改修事業者向け講習会  
○低コスト耐震改修講習会  
○受講者リストの公表 

耐震化戸数  68.9 万戸  71.6 万戸  75.4 万戸 

住宅総戸数  79.5 万戸  79.4 万戸  79.4 万戸 

 

H18 
実績 

69% 

81% 
87% 

H27 
実績 

R1 
現状 

R7 
見込 

90% 

R7 
目標 

95% 

自然更新 施策効果 

3.8 万戸 
耐震化が 

必要 

 

（木造戸建 83%） 
（木造戸建以外 97%） 

耐震化率の現状と目標 

③所有者の世帯構成と世帯年収 ④耐震改修をしない理由 
高齢者世帯、世帯年収 300 万円未満が多い 費用面の理由が特に多い 

①耐震性の認識 

②耐震診断者派遣 
事業の認知度 

旧耐震基準の木造戸建住宅 
所有者アンケートの結果 
（令和２年度群馬県実施） 

半数は自宅の耐震
性が不足する可能
性を知らない 

全市町村で無料診
断を実施している
が約 7割が知らな
い 

※なお、耐震診断をしない理由は「将来の利用予定がないから」が多い 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

安全点検（安全基準）の
周知徹底 

地域と連携した実態把握
の促進 

安全確保対策にかかる所有者
の費用負担 

支援制度の整備・拡充促
進 

安全点検の認知度が低い 
・点検方法を知っていても未実
施の所有者が多い 

耐震化の課題 施策の方向性 

耐震化補助制度の整備・
拡充 

直接的な情報提供・働き
かけの強化 

具体的な取組みの例 

関係行政部局と連携した
取組の強化 

公共建築物への耐震化の
進捗管理・働きかけ、助
言等の強化 

 5,052 棟  5,257 棟  5,345 棟  127 棟  196 棟 

 5,618 棟  5,626 棟  5,626 棟  206 棟  206 棟 

H18 
実績 

62% 

83% 

90% 

H27 
実績 

R1 
現状 

93% 95% 

自然更新 施策効果 

62% 

R7 
見込 

95% 

R7 
目標 

施策効果 

R7 
目標 

R1 
現状 

88 棟の 
耐震化が 

必要 

（公共 91%） 
（民間 76%） 

（公共 65%） 
（民間 60%) 

（公共 97%） 
（民間 84%） 

69 棟の 
耐震化等 
が必要 

新たに目標設定 
（公共 100%) 
（民間 91%) 

耐震化率の現状と目標 

普及啓発  
○個別訪問、ダイレクトメール  
○建築関係団体と連携した耐震
改修相談会（プレイヤーとの
マッチングを兼ねる）  

○関係行政部局と連携した指導
等の実施  

○建築関係団体と連携した相談
窓口の設置 

耐震化の支援  
○耐震診断義務付け対象建築物
補助の実施、市町村補助制度
の拡充促進  

○多数の者が利用する建築物の
補助制度の整備の検討・促進  

○融資制度の拡充や耐震改修工
事中の営業支援等の検討 

○広報紙やリーフレット配布等
による普及啓発  

○市町村による安全パトロール
の実施の促進 

 

公共建築物の取組み  
○耐震化の進捗管理・働きかけ、
助言等の実施  

○優先度を付けた計画的な耐震
化の推進 

耐震化の課題 施策の方向性 具体的な取組みの例 

■多数の者が利用する建築物 ■耐震診断義務付け対象建築物 

○地域組織と連携した通学路等
の実態把握を促進 

○危険なブロック塀等の撤去等
補助の整備・拡充促進 

民間建築物の耐震化の遅れ 
・特に耐震化が進んでいない
用途が存在 

耐震改修に関する所有者の 
情報不足や不安 
・不足する情報：工事費用、工
事期間など 

・不安：工事中の営業の制約、
改修後の使い勝手の悪化など 

道路沿いの危険なブロック塀
等の実態が不明 

重点ターゲットの設定 
・ターゲット：耐震診断
義務付け対象建築物、
耐震化が進まない用途
の民間建築物 

公共建築物のあり方・耐震化
の方針決定の遅れ 

高額な耐震化費用 
・診断しない理由：耐震診断費
だけでなく改修費の確保が困
難など 

・改修しない理由：耐震化費用
が高額で投資が困難など 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【規制対象の沿道建築物のイメージ】 

災害時の応急・救急活動等に重要な群馬県緊急輸送道路について、沿道建築物が地震で倒壊し道路をふ
さがないよう避難路に指定し、沿道建築物の耐震化を促進します。 

 
本計画による避難路の指定と取組み  
①耐震診断義務付け道路（法第 5 条第 3 項第 2 号） 

路線：第１次緊急輸送道路のうち特に重要な道路 

規制：対象建築物の耐震診断結果報告の義務化 

報告：令和 4 年度末まで（その後、結果公表） 

取組：市町村と連携した補助事業・個別訪問  
②耐震化努力義務道路（法第 5 条第 3 項第 3 号） 

    路線：①以外の群馬県緊急輸送道路 

    規制：対象建築物の耐震診断等の指示の対象化 

    取組：対象建築物の特定を進め所有者へ普及啓発 

〒３７１-８５７０ 群馬県前橋市大手町１丁目１番１号 
ＴＥＬ：０２７-２２６-３７０８ 
ＦＡＸ：０２７-２２１-４１７１ 

 

群馬県 県土整備部 建築課  

（１）基本的考え方 
・所有者等が自助努力で耐震化 

・行政は所有者等の耐震化を支援 
・プレイヤー（建築士・施工者）が活躍 

できる環境を整備 
 

（２）役割分担と連携強化 
・各主体が役割分担、相互に連携 

・県の関係部局との連携 
  （群馬県建築物等耐震化推進協議会）  
・県と市町村との連携強化 
  （群馬県建築物等耐震化推進連絡会議）  
・自治会等地域活動の支援 

 ・天井等の非構造部材の脱落対策           ・エレベーター、エスカレーターの防災対策改修 

・窓ガラスや屋外看板等の落下防止         ・家具の転倒防止 

・地震に伴う崖崩れ等による建築物の被害の軽減 

【群馬県緊急輸送道路ネットワーク図及び避難路】 

県内所管行政庁は連携して、耐震診断義務付け対象建築物、指示対象建築物及び指導・助言対象建築物
に対して、耐震改修促進法に基づく適切な措置を実施し、県内の住宅及び建築物の耐震化を促進します。 

 

※前面道路より建築物の敷地が低い場合、木造建築物の場合、緩和あり 

【役割分担】 


